










































































































































































































































































































































































































































A B C D
1974 304．5 305．9 289．6 292．1
1975 312．8 286．6 264．1 296．8
1976 324．3 288．1 259．4 296．5
1977 329．9 276．0 246．1 268．5
1978 318．3 247．3 224．2 210．4
1979 294．4 234．4 208．3 219．1
1980 277．6 243．1 198．7 226．7
1981 262．7 224．4 179．1 220．5
1982 253．5 223．9 176．4 249．0
1983 250．2 216．1 171．8 237．5
1984 244．9 210．2 168．0 237．5
1985 241．0 209．0 165．6 238．5
1986 237．9 196．0 159．7 168．5
1987 229．3 183．5 150．2 144．6
1988 221．7 174．3 143．9 128．1
1989 216．2 170．1 140．6 137．9
1990 211．2 167．4 137．8 144．8
1991 209．3 167．4 137．8 134．7
（資料）日本銀行『経済統計年報』
　　　IMF，1吻柳語。紹」乃撚η磁1　S観お舵s，　Y6arbook
（注）●1973年を基準年とする。
　　●Aは日米の消費者物価指数を、Bは日本の総合卸売物価指数とアメリカ
　　　の生産者物価指数を、CはBのうち工業製品に関する指数を用いて計測。
　　　Dは現実の年平均為替レートである。
　　●この数値の算出は、早稲田大学商学部助手横山将義君の協力によった。
　　物価の中でウエイトの大きい非貿易財の価格が高いと言うことを
　　反映しているものと考えられる。非貿易財の価格は国際間で一物
　　一価が成立するという性格のものではないので，理論上の為替レ
　　ートの変化と現実の為替レートの数値との間に格差が生じるのは
　　当然といえよう。
2．（6）式に基づいて計測した（B）及び（C）の場合にも，やはり格
　　差がみられる。しかし，貿易財と非貿易財の相対価格の変化を考
　　慮した場合には，現実の数値に近づくことがわかる。
3．特に，狭い意味での貿易財価格による計測（C）では，最近（1986
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93
　　　年以降）の現実の為替レートが理論値と接近していることがわか
　　　る。
　以上の表1からの計測結果からして，購買力平価を求めるには，〈6）式
による方がより現実的，一般的と結論づけることができよう。ただし，
ここでは，広義・狭義の貿易財価格として総合卸売物価と工業製品の総
合卸売物価を活用したが，正確さを増すには，貿易財価格の捉え方が肝
要となる。つまり，貿易財の価格を正確に求めなければならないといえ
る。
V．むすび
　本稿の論点は，現実の為替レートと理論的な購買力平価との乖離がど
の程度あるのかという単純な課題から出発している。つまり，表1の作
成のためにどのような購買力平価を考えたら現実の為替レートにもっと
も近い値が得られるのかということであった。それには，購買力平価そ
れ自体をどのような分析方法で，捉えたらよいのかということから始ま
っている。そこで，前節の説明のように，購買力平価の計測や現実の理
論的説明に，コブ＝ダグラス型関数の応用がもっとも適したものと考え
た。
　しかし、現実の為替レートと購買力平価との対比にあたっては，表1
で分析したように，貿易財価格を対象とした購買力平価によらざるをえ
なかった。したがって，ここではむしろ現実の為替レートとの乖離の少
ない物価指数を見出す作業にあったことになる。その結果，表1が示す
ように購買力平価説から求められる為替レートの数値と現実の為替レー
トとの数値の格差が大きいことがわかった。この点について，貿易財に
関しては，通常指摘されているように国際的に一物一価が成立すると考
えているが，現実には貿易障壁や運送費が存在するためにその考え方が
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　　　　　　　　　　　　　　　　　為替レートの決定理論と購買力平価
成り立たない。さらに，外国の物価について，ここでは，アメリカのみ
を代表的な国として取り上げている点も無理がある。
　もちろん，購買力平価は，長期の為替レート決定の理論といわれ，そ
の点は，表1からも確認されるが，短期的には資本移動，とりわけ投機
的行動が為替レートの変動に影響するので乖離が大きくなる場合が見い
だされる。
　そこで，為替レートの分析には短期・長期の両面から捉えなければな
らず，これらを統合的に把握することが重要である。加えて，前述した
ように，生産関数には輸入中間財を含んでいないので，これらを考慮し
たモデルの再構築が必要であるといえる。
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